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第１章 計画の概要 

１ 背景・目的 

  一般的にハコモノと呼ばれる公共施設は、経済成長を背景に人口増加に比例するかたち

で整備されてきており、本市でも昭和４０年代後半から５０年代後半にかけて整備が集中

している状況です。これらの施設は、近い将来一斉に老朽化し、更新の時期を迎えること

になり、道路・橋りょう等のインフラを含めた社会資本の更新に膨大な財政負担が必要と

なってきます。 

また、これに重ね合わせるように我が国は、総人口が減少に転じ、今後、施設は過剰に

なるとともに、財政資源となる税収の増加は見込めないことが予想されます。 

このような中、国も地方も社会資本の更新を行うことに関し、計画なくして進めること

は考えられません。 

これに関連して平成２６年４月２２日に総務省から全ての自治体に対し、保有する公共

施設、道路・橋りょう等といったインフラ（以下「公共施設等」という。）の状況、更新 

費用の見込みと基本的な方向性を示した、公共施設等総合管理計画の策定要請がありました。 

「公共施設を再配置する」ということは、住民の身近にある公共施設の在り方を根本的

に見直すことであり、それは、時として、住民生活に大きな影響を及ぼす場合があります。 

しかし、厳しい財政状況が続く中、次世代への負担をできる限り軽減し、平準化するため

にも、公共施設の全体を把握した上で、長期的視点をもって、更新・統廃合・長寿命化等

の公共施設再配置を着実に実行していく必要があります。 

そこで、今後の公共施設再配置に向けた本市の取組の基本的な考え方を示すものとして、

「富津市公共施設等総合管理計画」を策定します。 
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２ 計画の位置付け 

  本計画は、国において急速な公共施設等の老朽化への対応として決定された「インフラ

長寿命化基本計画」（平成25年 11月策定）に基づき、公共施設等の維持管理・更新等

を着実に推進するための取り組み方策を明らかにする「行動計画」として地方公共団体に

策定を求められたものです。 

また、この「行動計画」に基づき、施設ごとの具体的な対応方針を定める「個別施設計

画」を策定することとされています。 

３ 対象範囲 

  本計画の対象とする市有財産は、公有財産に分類されるもので、市民の生活に密接に関

わっている公共施設及び道路・下水道等のインフラ施設、土地とします。 

インフラ長寿命化基本計画 

（基本計画）【国】

個別施設計画

（公共施設）

個別施設計画 

（各種インフラ） 

インフラ長寿命化計画 
（各省庁が策定）【国】 

（行動計画） 

個別施設計画

（公共施設）

個別施設計画

（各種インフラ）

公共施設等総合管理計画
（地方公共団体が策定）【地方】

（行動計画）

 市有財産 

公有財産 

公共施設 

庁舎、消防施設、 

集会施設、学校、 

スポーツ施設など 

インフラ施設 

道路、橋りょう、 

上下水道など 

土 

地 

対象範囲（公共施設等） 

基金 債権 物品 

その他 

動産など 
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第２章 公共施設等の現状と将来予測 

１ 対象施設 

（１）公共施設 

 ① 保有施設面積と人口推移 

本市の保有施設の面積推移を見ると、ほぼ半数を昭和 50年代後半にかけて整備

してきました。その後、平成 6年まで市役所庁舎や各小中学校の改修など大規模な

整備を継続してきました。近年では、平成18年に富津市クリーンセンターと富津中

学校、平成25年には富津市消防防災センターといった大規模な整備を行なっています。 

また、市制施行時の昭和46年から平成26年までの人口推移を見ると、昭和60

年の56,777人をピークに減少し続けています。 

② 分類別施設状況

本計画で対象とする公共施設の総量は、平成２７年３月末において227施設、総

延床面積は 172,478.34 ㎡です。本市の施設の分類別割合では、学校教育施設が

55.0%、次いで市役所本庁舎・出張所・消防施設等の行政系施設が 12.5%、公民

館・集会所等の市民文化系施設が6.7%の順となっています。 
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③ 年別施設状況 

公共施設は、老朽化の度合いに応じて順次、大規模改修や更新が必要となり、一般

的に鉄筋コンクリート造の建物は、建築後３０年程度経過すると大規模改修が、６０

年程度経過すると更新が必要となると言われています。

本市の施設状況は、築３０年以上の施設が41.6％を占めており、今後、大規模改

修や更新が集中する時期の到来が見込まれます。 

市民文化系施設

6.7%

社会教育系施設

0.6%

スポーツ・レクリ

エーション施設

3.3%

学校教育施設

55.0%

子育て支援施設

2.6%

保健・福祉施設

1.1%

行政系施設

12.5%

市営住宅

4.5%

公園

2.2%

供給処理施設

2.9%

上水道施設

2.1%

その他

6.5%
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市民文化計施設 社会教育系施設 スポーツ･レクリエーション施設
学校教育施設 子育て支援施設 保健・福祉施設

行政系施設 市営住宅 公園

供給処理施設 上水道施設 その他
築年順累計面積割合

延床面積（㎡） 累計面積割合

旧耐震基準施設（S56年以前）
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④ 施設分類 

本計画における施設分類は、一般社団法人地域総合整備財団が提供する「公共施設

等更新費用試算ソフト」（以下「試算ソフト」という。）の分類表を参考とします。 

大分類 中分類 主な施設 棟数 施設数 延床面積（㎡） 

市民文化系施設 

集会施設 コミュニティセンター、集会所 6 6 1,775.50 

文化施設 公民館、市民会館 6 4 9,741.28 

社会教育系施設 博物館等 
青堀駅東口史跡情報案内所、富津埋立記念

館、文化財収蔵庫 
5 3 955.00 

スポーツ・レクリ

エーション施設 

スポーツ施設 総合社会体育館、浅間山運動公園、運動広場 4 4 4,668.00 

レクリエーション

施設・観光施設 

市民の森、金谷海浜公園、高宕山自然動物園、

海水浴場トイレ、志駒公衆トイレ、鋸山登山道トイ

レ、富津観光案内所 

20 9 990.35 

学校教育施設 

学校 小学校（１２校）、中学校（５校） 156 17 92,176.00 

その他教育施設 共同調理場、旧環南小学校 11 3 2,664.00 

子育て支援施設 幼保・こども園 保育所（７か所） 7 7 4,528.35 

保健・福祉施設 高齢者福祉施設 ふれあいシニア館、老人憩の家 6 6 1,941.18 

行政系施設 

庁舎等 富津市役所本庁舎、連絡所（富津、関豊） 7 3 15,807.87 

消防施設 
消防防災センター、天羽分署、詰所・機庫、防

災備蓄倉庫 
34 31 5,797.38 

市営住宅 市営住宅 市営住宅（１２か所） 90 12 7,730.60 

公園 公園 
市民ふれあい公園、児童遊園地、都市公園、

市立公園、その他公園等 
28 53 3,765.00 

供給処理施設 供給処理施設 
環境センター、クリーンセンター、一般廃棄物

最終処分場 
7 3 5,030.69 

上水道施設 上水道施設 浄水場、配水池、ポンプ室等 47 37 3,641.36 

その他 その他 富津聖苑、大気汚染測定局、その他普通財産 37 29 11,265.78 

合  計 471 227 172,478.34 
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⑤ 地区別公共施設設置状況 

本市の公共施設の分布状況を見る区分として、市制施行前の旧町である富津・大佐

和・天羽の３地区と、小学校区別の12地区（平成26年度末現在）を設定します。 

地区別の主な公共施設の設置状況は、以下のとおりです。 

地区別公共施設設置状況 

分類 
富津地区 大佐和地区 

富津 青堀 飯野 大貫 吉野 佐貫 

市民文化系施設 

集会施設   大堀２区集会所 
飯野コミュニテ

ィセンター 

佐貫コミュニテ

ィセンター 

文化施設 富津公民館     中央公民館     

社会教育系施設 

博物館等 富津埋立記念館 

青堀駅東口史

跡情報案内所

（古墳の里ふ

れあい館） 

  千種新田収蔵庫     

スポーツ・レクリエ

ーション施設 

スポーツ施設 
富津運動広場 総合社会体育館         

 新富運動広場     

レクリエーション

施設・観光施設 

富津海水浴場

トイレ 

新舞子海水浴

場トイレ 

布引海岸公衆

用トイレ 

富津観光案内所      

学校教育施設 

学校 
富津小学校 青堀小学校 飯野小学校 大貫小学校 吉野小学校 佐貫小学校 

    富津中学校 大貫中学校   佐貫中学校 

その他教育施設 
富津小学校単

独調理場 

青堀小学校単

独調理場 

飯野小学校単

独調理場 
大貫共同調理場     

子育て支援施設 

幼保・こども園     飯野保育所   吉野保育所 佐貫保育所 
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分類 
富津地区 大佐和地区 

富津 青堀 飯野 大貫 吉野 佐貫 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 

富津老人憩の家 
青堀ふれあい

シニア館 

大貫ふれあい

シニア館 

大佐和老人憩

の家 

行政系施設 

 庁舎等   富津連絡所 
富津市役所本

庁舎 

大貫連絡所 

（中央公民館内） 

佐貫連絡所 

（亀田浄水場内） 

消防施設 

消防団詰所

（1-1） 

消防団詰所

（3-1） 

富津市消防防

災センター 

消防団詰所

（4-1） 

消防団詰所

（5-1） 

消防団詰所

（6-1） 

消防団詰所

（1-2） 

消防団詰所

（3-2） 

消防団詰所

（2-1） 

消防団機庫

（4-1） 

消防団機庫

（6-1） 

富津地区防災

備蓄倉庫 

旧消防団詰所

（2-1） 

旧消防団詰所

（旧 4-1） 

大佐和地区防

災備蓄倉庫 

市営住宅 

市営住宅 

富津団地   本山団地 亀尾団地     

     東外林団地 平野団地     

       向根団地     

       新小原団地     

公園 

公園 

富津児童遊園地 
市民ふれあい

公園 
飯野児童遊園地 

大貫海浜児童

遊園地 

 富津臨港公園 青堀児童遊園地   岩瀬児童遊園地     

  青堀駅裏公園        

   大堀第１号公園         

   大堀第２号公園         

   大堀第３号公園         

   大堀第４号公園         

   大堀第５号公園         

   青木公園         

   若葉公園         

   青木第４号公園         

   青堀駅西口公園         

供給処理施設 

（供給処理施設） 

  クリーンセンター         

一般廃棄物最

終処分場 汚

水処理施設 

上水道施設 

（上水道施設） 

上飯野第１配

水池 
小久保ダム 神妻配水池 亀田浄水場 

上飯野第２配

水池 
    大坪山配水池 

亀田送水ポン

プ場 

           宝竜寺受水槽 

その他 

 （その他） 
大気汚染測定

局富津測定局 

大気汚染測定

局大堀測定局 
富津聖苑 

大気汚染測定局

小久保測定局 

大気汚染測定

局鶴岡測定局 



8 

分類 
天羽地区 

湊 天神山 竹岡 金谷 環 関豊 

市民文化系施設 

 集会施設   
天神山コミュ

ニティセンター 

竹岡コミュニテ

ィセンター 

金谷コミュニテ

ィセンター 

 文化施設 市民会館       峰上地区公民館   

社会教育系施設 

 博物館等             

スポーツ・レクリエ

ーション施設 

 スポーツ施設 
富津市浅間山

運動公園 

レクリエーション

施設・観光施設 

      金谷海浜公園 志駒公衆トイレ 富津市民の森 

鋸山登山道ト

イレ 

高宕山自然動

物園 

学校教育施設 

学校 
湊小学校 天神山小学校 竹岡小学校 金谷小学校 環小学校 関豊小学校 

 天羽中学校       天羽東中学校   

 その他教育施設 天羽共同調理場       旧環南小学校   

子育て支援施設 

 幼保・こども園 中央保育所   竹岡保育所 金谷保育所 峰上保育所   

保健・福祉施設 

 高齢福祉施設 天羽老人憩の家         
関豊ふれあい

シニア館 

行政系施設 

 庁舎等 

天羽行政セン

ター（市民会

館内） 

金谷連絡所

（金谷コミュニテ

ィセンター内） 

峰上出張所

（峰上地区公

民館内） 

関豊連絡所 

消防施設 

消防署天羽分署           

消防団詰所

（7-1） 

消防団詰所

（8-1） 

消防団詰所

（9-1） 

消防団詰所

（10-1） 

消防団詰所

（11-1） 

消防団詰所

（12-1） 

消防団詰所

（7-2） 

消防団機庫

（8-1） 

消防団機庫

（9-1） 

消防団機庫

（10-1） 

消防団機庫

（11-1） 

消防団機庫

（12-1） 

天羽地区防災

備蓄倉庫 

消防団詰所

（11-2） 

消防団機庫

（11-2） 

市営住宅 

市営住宅 

岩坂団地   萩生団地        

 為木山団地   竹岡団地        

 望井団地           

公園 

公園 

神田橋川面親

水公園 

 湊親水公園          

 上総湊駅前公園           

供給処理施設 

 （供給処理施設） 
富津市環境セ

ンター 

上水道施設 

（上水道施設） 

岩坂浄水場   竹岡第１配水池   関尻配水池   

 岩坂配水池   竹岡第２配水池       

 犬吠配水池          

その他 

 （その他） 
大気汚染測定

局岩坂測定局 

大気汚染測定

局金谷測定局 



9 

（２）インフラ 

本市が保有しているインフラは、以下のとおりです。

① 道路等 

区    分  路線数 延長（ｍ） 面積（㎡） 

道路 

市道 

1 級市道  26 48,316.80 390,622

2 級市道  48 64,467.80 338,341

その他  988 383,046.30 1,854,072

合計  1,062 495,830.90 2,583,035

自転車歩行者道 3 371.20 ―

農道  6 9,491.00 47,508

林道  10 30,499.00 115,137

区     分 本数 延長（ｍ） 面積（㎡） 

橋りょう 193 2,930.80 19,234

出典  市道：道路台帳(H27.3)、農道：固定資産台帳(Ｈ25)、林道：固定資産台帳(Ｈ25)、 

 橋りょう：橋調書(H27.3) 

② 上水道 

区   分 延  長 （ｍ） 

上水道  導水管  21,238.53 

送水管  23,302.64 

配水管  421,470.92 

合計 466,012.09 

簡易水道  山中地区  508.9 

合計 508.9 

出典  上水道：H26 管敷設延長一覧表、簡易水道：固定資産台帳(Ｈ25) 

③ 下水道 

区   分  延  長 （ｍ） 

下水道 公共下水道 92,589.03

合計 92,589.03

農業集落排水  川名川 3,397

岩瀬川 1,640

西新川 1,955

合計 6,992

出典  下水道：下水道台帳(H27.3)、農業集落排水：固定資産台帳(Ｈ25) 
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２ 人口の見通しと課題 

本市の人口は、昭和60年から平成26年までの29年間に約10,000人減少してい

ます。この間、少子高齢化の進行により、年少（15歳未満）人口の減少と老年（65歳

以上）人口の増加が顕著にみられ、平成7年から老年人口が年少人口を上回る状況とな

っています。 

また、平成1８年から平成2７年までの９年間の地区別の推移は、富津地区が246人 

の減少、大佐和地区が1,892人の減少、天羽地区が2,213人の減少となっており、大佐 

和地区及び天羽地区は人口減少が大きく進んでいます。 

国立社会保障人口問題研究所公表の「日本の地域別将来推計人口」（平成25年 3月推

計）によると、2５年後の平成 52年には本市の人口は、30,769 人となる見込みであ

り、更なる生産年齢人口の減少と少子高齢化の進行が予測されています。 

11,549 
9,345 8,184 7,191 5,960 5,009 4,173 3,526 2,994 2,586 2,302 2,081 
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22,351 22,173 21,981 21,998 22,038 21,975 21,944 22,104 22,094 22,105 

14,916 14,724 14,541 14,298 14,103 13,897 13,707 13,511 13,216 13,024 

13,949 13,767 13,500 13,340 13,073 12,823 12,554 12,367 12,101 11,736 
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45,000

50,000

55,000
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大佐和地区

富津地区

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

富津 5,814 

青堀 10,821 

飯野 5,470 

大貫 6,355 吉野 3,721 
佐貫 2,948 

湊

3,730

天神山

1,636

竹岡

2,064 金谷
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環
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関豊

721
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(人)
小学校区別人口（平成27年度）

〈※各年4月1日現在 住民基本台帳人口〉

〈※各年 4月 1日現在 住民基本台帳人口〉 
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３ 財政状況の見通しと課題 

本市の財政状況は、市の預金である財政調整基金の残高が平成26年 3月末にわずか 2

億円となり、同年 8月に発表された中期収支見込み（平成 27年度から平成 31年度）

では、5か年間の累計で約28億円の財源不足が見込まれました。その後の経営改革の集

中的な取組により財政調整基金を積み増し、財源不足はかろうじて解消する見込みとなり

ました。しかしながら依然、市債残高は多額であり、財政構造の抜本的な転換に向けて、

引き続き経営改革を強力に推進することが求められています。 

このような中、ますます複雑化・多様化する行政課題への対応、社会保障費の増加、更

に防災・減災対策や公共施設の老朽化に伴う維持管理や建替費用の増大など課題が山積み

です。 

今後は、「富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着実に推進し、創意工夫を凝ら

した事業の拡充を図るとともに、各種分野施策について、迅速かつ的確に推進しなければ

なりません。 

さらに、将来の人口減少を見据え、持続可能な行政経営を実現するため、すべての事業

を原点から見直し、必要性、優先性を精査するとともに、社会情勢の変化に応じた事業の

再構築が必要になります。 

96.2 92.4 93.6 91.9 89.7 93.7 95.5 
89.7 86.4 84.6 

2.6 
2.0 1.3 1.7 1.9 

5.4 4.2 
6.0 7.2 7.1 

28.4 

21.6 21.2 24.0 31.9 
26.0 27.0 33.5 

26.1 31.3 

16.6 

8.1 
16.2 16.6 

13.2 14.8 11.9 

25.2 

12.3 
16.2 

32.9 

33.6 

33.4 27.7 23.9 20.6 25.5 

25.5 

25.4 

27.8 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

歳入決算額の推移
（億円）

176.8

157.6
165.6

162.0 160.7 160.4
164.1

179.8

157.4

167.0

その他

市 債

国県支出金

地方交付税

市 税



13 

48.7 47.4 46.6 45.1 43.0 41.9 41.3 40.5 39.5 37.8 

30.3 
25.4 25.9 25.0 26.8 25.6 26.4 26.3 25.6 25.0 

16.8 
18.2 18.8 19.3 20.6 26.6 29.3 30.0 30.4 33.2 

33.4 

17.1 22.1 25.7 
15.1 13.4 12.3 

27.2 

9.4 7.9 

11.6 

11.9 
12.3 12.7 

13.2 13.8 13.9 

14.2 

14.8 15.4 

16.4 

16.8 
17.1 18.0 

18.8 18.4 20.4 

19.8 

19.9 20.5 

14.9 

14.3 
16.6 13.4 

21.2 14.6 
16.4 

18.2 

12.8 
20.3 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

歳出決算額の推移（億円）

159.4

172.0

151.1

159.9159.3 158.6
154.2

176.2

152.5

160.1

その他

繰出金

公債費

投資的経費

扶助費

物件費

人件費

87.0 81.8 85.1 89.1 87.2 84.9 83.0 
91.4 85.0 81.5 

30.3 34.6 
38.0 

40.7 45.4 51.4 53.8 

58.8 64.9 71.1 

6.6 6.6 4.9 3.0 3.0 5.0 7.0 4.0 2.0 6.6 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

市債と財政調整基金の残高推移

臨時財政対策債 臨時財政対策債以外 財政調整基金残高

（億円）

117.3 116.4
123.1

129.8
132.6 136.3 136.8

150.2 149.9
152.6



14 

４ 将来負担コストの見通し 

試算ソフトを用いて、対象となる公共施設及びインフラに平成２７年度から５０年間で

発生する更新費用を推計した上で、将来の負担コストを試算します。 

（１）公共施設 

① 更新費用 

現在保有する公共施設を、全て同じ規模のまま保有する前提で試算すると、今後

50年間の累積更新費用の総額は624.8 億円、年平均では12.5億円のコストがかか

ることになります。 

② 投資額の実績 

本市の過去5年間（平成22年度から平成26年度）の投資的経費のうち、公共施

設に係る経費の年平均は約４.９億円となっています。また、このほかにも既存施設の

修繕等に係る経費が年平均で約1億円あり、公共施設への投資額の合計は、年平均で

約5.9 億円となります。 

この投資額が今後も可能であると仮定すると、累積更新費用の年平均12.5億円は、

年平均約6.６億円の不足が生じることとなり、このまま公共施設を全て維持していく

には、今後、毎年度約2.1 倍の費用が必要となることになります。 
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（２）インフラ 

① 更新費用 

現在保有する道路、橋りょう、上下水道の管路は同じ面積・延長等で保有すること、

農道・林道、簡易水道、農業集落排水設備は対象外とすることを前提で試算すると、

今後50年間の累積更新費用の総額は1,550億円、年平均では31億円のコストが

かかることになります。 

区分 １年当たり更新費用推計値（億円） 

道路 13.7

橋りょう 1.7

上水道 11.7

下水道 3.9

※それぞれの試算方法は、Ｐ31資料１参照 

② 投資額の実績 

本市の過去5年間（平成22年度から平成26年度）の投資的経費のうち、イン

フラに係る経費の年平均は約 9.9 億円となっています。また、このほかにも既存イ

ンフラの修繕等に係る経費が年平均で約 2.２億円あり、インフラへの投資額の合計

は、年平均で約 12.１億円となります。 

この投資額が今後も可能であると仮定すると、累積更新費用の年平均31億円は、

年平均約18.９億円の不足が生じることとなり、このままインフラを全て維持してい

くには、今後、毎年度約2.６倍の費用が必要となることになります。 

（３）将来負担コストの推計 

現在保有する公共施設とインフラを、同じ規模のまま保有する前提で試算すると、

今後50年間の累積更新費用の総額は2,174.8億円、年平均では43.5億円のコスト

がかかることになります。また、公共施設とインフラの投資額の合計は、年平均で約

18億円となります。 

この投資額が今後も可能であると仮定すると、累積更新費用の年平均43.5億円は、

年平均約25.５億円の不足が生じることとなり、今後、毎年度約2.4倍の費用が必要と

なることになります。 

さらに、本市の人口は、25年後には30,769人にまで減少する推計であることから、

公共施設は、保有総量の抑制を踏まえた適正化を進める必要があります。 

また、インフラは、市民の生活基盤であるため、社会構造の変化に伴う利用状況を踏

まえ、適正化や維持管理コストの削減を図る必要があります。 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

１ 計画期間 

平成28年度から平成37年度までの10年間を計画期間とします。 

本計画において、将来更新費用の試算は、長期的な視点での検討を行うために50年間

としていますが、今後の関連する諸計画の策定・見直しや社会経済情勢、本市の財政状況

の変化等に応じて柔軟に見直しを図ります。 

２ 基本方針 

ファシリティマネジメントの考え方に基づき、以下の基本方針を定め、本計画を推進し

ます。 

（１）公共施設 

  ① 公共施設等の保有総量の適正化 

ア 原則として、新規施設は建設しません。ただし、政策上、新規施設を建設する

場合は、既存施設の廃止を進めることで、施設の保有総量の抑制を図ります。 

イ 最適な公共施設の配置を促進していくため、検討した上で不要と判断される施

設については、積極的な除却を行います。 

ウ 用途や設置目的が同じ施設については、利用状況や立地状況を踏まえ、施設の

機能移転、統合、複合化を進めます。

エ 既存施設を更新する場合は、できる限り機能を維持する方策を講じた上で面積

を圧縮します。 

 ② 計画的な保全の促進 

計画的な修繕計画による建物の長寿命化を図ります。

長期的に維持するとした施設は、各部位ごと定期的に点検し劣化状況を把握すると

ともに、その状況に応じた修繕計画の作成に努めます。 

このような予防保全の導入により、予防保全費用が必要となる一方で、事後保全費

用が不要となるため、ライフサイクルコストを縮減させることができます。 

一方、すでに老朽化または劣化が進んでいて、修繕しても長寿命化があまり見込め

ない場合は早期に使用を停止し、機能として必要な場合には、将来の人口推移に合わ

せて小規模化して建て替えることも検討します。 

③ 既存施設の維持管理・運営等に必要な財源の確保 

ア 不測の事態に備えて、公共施設維持管理基金への積み立てなどを計画的に行い、財

源の確保に努めます。 

     イ 「稼ぐ公共施設」を目指し、広告の掲出やネーミングライツの導入、未活用施設

の賃貸・売却により収入を確保する等新たな財源の確保を検討します。 

ウ 適正な施設使用料に向けた受益者負担の見直しを検討します。



17 

（２）インフラ 

  ① 安全・安心な維持管理 

今までの「傷んでから直す、または造り替える」維持管理から、「傷む前に直して、

できる限り長期間使う」という予防保全型維持管理を推進します。

② 長寿命化によるコスト削減 

ア 個別インフラごとの長寿命化計画の策定を推進します。 

イ 既存インフラの維持管理業務の効率化を推進し、修繕等に係る経費の削減に努め

ます。 

３ 計画の推進に向けて 

（１）取組体制 

本計画の策定が全国的に求められた背景には、各事業部門の担当が主体となって公共

施設等を整備・維持管理する従来の発想は、全体として規模が肥大化し、最適にはなら

ないという反省があります。このため、本計画の進行管理については、専任担当を設置

し、各事業部門との密接な連携を図った上で、総合的かつ計画的に行います。 

また、総合的施設配置の全庁的な取りまとめを行う場として、「（仮称）公共施設等庁

内検討会議」を設置し、継続的に検討していきます。 

さらに、長期的な方向性として、公共施設や余剰不動産管理等、市有資産の一元的な

管理を行う体制づくりを検討します。

公共施設等マネジメント検討推進体制

報告・附議

意見・審議

情報共有・合意形成

行  政 

富津市経営改革本部 
【意思決定】

○本部長 市 長 ○副本部長 副市長

○本部員 教育長  各部局長

意見・参加

調査審議

意見・提言

諮問・報告

報告指示

指示 報告

議  会 

各 部 局 
～個別施設計画の策定～

集会施設／文化施設／博物館等／スポーツ施設／レクリ

エーション施設・観光施設／学校／その他教育施設／幼

保・こども園／高齢者福祉施設／庁舎等／消防施設／市

営住宅／公園／供給処理施設／上水道施設／その他

(仮称)公共施設等庁内検討会議 
【総合的施設配置の取りまとめ】 

○主宰 副市長

○構成員 課長級

市  民 

アンケート 

ワークショップ 

 講演会 等 

≪外部組織≫

富津市経営改革会議 

有識者
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（２）個別施設計画の策定 

本計画に基づく基本方針により、今後、公共施設・インフラごとに再配置の検討を行

い、更新や保全に関する考え方を明確にした個別施設計画を策定します。

（３）ＰＰＰ／ＰＦＩの活用 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入や、民間施設を利用した行政サービスの提供、また、ノウ

ハウを有した民間企業から提案を受ける窓口の設置など、公民連携の充実を図るための

体制を検討します。

（４）広域的な連携 

公共施設の更新に当たっては、効率的な運営の観点から自らが全てを整備することを

前提とせず、国や県、近隣市町との相互利用や共同設置を検討していきます。 

（５）住民との情報共有・合意形成 

公共施設の再配置に当たっては、市民や議会と問題意識や施設の情報等を共有し、相

互理解のうえ検討を進めていきます。 

また、本計画の趣旨や内容について、広報ふっつ、市ホームページ等を活用し周知を

図ります。 

① アンケートの継続的な実施 

今後、市民の関心を更に高めていく手段として、アンケートを定期的に実施します。 

② ワークショップ等の開催 

ファシリティマネジメントについて、市民自らが考え、話し合える市民参加のワー

クショップなどの開催を検討します。 

③ 講演会の実施 

ファシリティマネジメントについて、広く市民に理解してもらうため、専門家等に

よる講演会を実施します。 

（６）フォローアップ体制 

本計画は、個別施設計画に基づく取組をはじめ、施設の利用需要や人口動態の変化等

を踏まえ、サービスの質と量、コストを検討しながら、ＰＤＣＡサイクルを実行し、進行

管理と必要な見直しを行います。 

公共施設の現状を知るための基礎資料である公共施設白書は、毎年度更新します。 
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第４章 施設類型ごとの基本的な方針 

１ 公共施設 

（１）市民文化系施設・社会教育系施設 

市民文化系施設・社会教育系施設は、施設の老朽化や利用状況を踏まえ、必要な機能

の見直しを行い、統廃合や多機能化について検討します。 

図１ 市民文化系施設・社会教育系施設 

大堀２区集会所

飯野コミュニティセンター

中央公民館

富津埋立記念館

青堀駅東口史跡情報案内所（古墳の里ふれあい館）

千種新田収蔵庫

佐貫コミュニティセンター

市民会館

峰上地区公民館

天神山コミュニティセンター
竹岡コミュニティセンター

金谷コミュニティセンター

富津公民館
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（２）スポーツ・レクリエーション施設 

スポーツ施設は、施設の老朽化や利用状況を踏まえ、必要な機能を見直します。また、

近隣自治体との施設の相互利用や施設運営への民間活用を検討します。 

レクリエーション施設・観光施設は、施設の老朽化や利用状況を踏まえ、必要な機能

を見直します。 

図２ スポーツ・レクリエーション施設

市民ふれあい公園

総合社会体育館
富津公園

富津観光案内所

富津運動広場

布引海岸公衆用トイレ 富津海水浴場トイレ

新舞子海水浴場トイレ

富津市浅間山運動公園

金谷海浜公園

鋸山登山道トイレ

志駒公衆トイレ

富津市民の森

高宕山自然動物園

新富運動広場
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（３）学校教育施設 

小中学校は、今後の児童数・生徒数の推計を考慮しつつ、「富津市小中学校再配置構

想」に基づき統廃合を検討します。 

調理場は、「富津市学校給食施設整備の指針」に基づき統廃合を推進します。 

旧環南小学校・関豊小学校については、売却を検討します。 

図３ 学校教育施設

青堀小学校（青堀小学校単独調理場）
富津中学校

富津小学校（富津小学校単独調理場（H27.3.31 廃止））

吉野小学校

飯野小学校（飯野小学校単独調理場（H28.3.31 廃止予定））

大貫小学校

大貫共同調理場

大貫中学校

佐貫中学校

佐貫小学校

天羽中学校

天羽共同調理場 湊小学校

天羽東中学校
天神山小学校

竹岡小学校

関豊小学校（H27.3.31 閉校）

旧環南小学校（H20.3.31 閉校）
金谷小学校

環小学校
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（４）子育て支援施設 

保育所は、今後の児童数や民間施設の状況、地域のバランス等を踏まえて、統廃合を

検討します。 

図４ 子育て支援施設

市立飯野保育所

市立吉野保育所

市立佐貫保育所

明澄幼稚園

青堀保育園

富津保育園

大佐和幼稚園

大貫保育園

和光保育園

みなと幼稚園 市立中央保育所

市立峰上保育所

市立竹岡保育所

市立金谷保育所
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（５）保健・福祉施設 

ふれあいシニア館・老人憩の家は、施設の利用状況等を踏まえ、機能の見直しを検討

します。 

図５ 保健・福祉施設

青堀ふれあいシニア館

富津老人憩の家

大貫ふれあいシニア館
大佐和老人憩の家

天羽老人憩の家

関豊ふれあいシニア館
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（６）行政系施設 

本庁舎は、市政運営の拠点施設であり、災害時における重要施設であるため、今後も

計画的な保全により長寿命化を図ります。 

その他行政施設は、施設の老朽化や利用状況、市民ニーズに配慮し、他施設への機能

集約や代替サービスを検討します。 

図６ 行政系施設 

富津連絡所

１ 

富津地区防災備蓄倉庫
５ 

６ 

富津市役所本庁舎

富津市消防防災センター

２ 

３ ４ 

８ ９ 

大佐和地区防災備蓄倉庫

大貫連絡所（中央公民館内）

佐貫連絡所（亀田浄水場内）

天羽行政センター（市民会館内）

天羽地区防災備蓄倉庫 

消防署天羽分署 

７ 

１０ 

１１ 

２６ 

峰上出張所（峰上地区公民館内）

関豊連絡所

１２ 
１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

金谷連絡所（金谷コミュニティセンター内）
１９ 

２０ 
２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

消防団詰所・機庫一覧（※図中は、番号で表記。） 

1 消防団詰所（1-1） 7 消防団詰所（4-1） 13 消防団詰所（7-2） 19 消防団機庫（10-1） 25 消防団機庫（12-1） 

2 消防団詰所（1-2） 8 消防団機庫（4-1） 14 消防団詰所（8-1） 20 消防団詰所（11-1） 26 旧消防団詰所（旧 4-1） 

3 旧消防団詰所（2-1） 9 消防団詰所（5-1） 15 消防団機庫（8-1） 21 消防団機庫（11-1）  

4 消防団詰所（2-1） 10 消防団詰所（6-1） 16 消防団詰所（9-1） 22 消防団詰所（11-2） 

5 消防団詰所（3-1） 11 消防団機庫（6-1） 17 消防団機庫（9-1） 23 消防団機庫（11-2） 

6 消防団詰所（3-2） 12 消防団詰所（7-1） 18 消防団詰所（10-1） 24 消防団詰所（12-1） 
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（７）市営住宅 

市営住宅は、適切な修繕を行いつつ、老朽化した住宅については、順次解体していき

ます。 

図７ 市営住宅

東外林団地

富津団地

新小原団地

向根団地

平野団地

岩坂団地

為木山団地
望井団地

竹岡団地

萩生団地

本山団地

亀尾団地



26 

（８）公園 

公園としての機能を確保するとともに、民間活用による効率的な維持管理、運営手法

を検討します。また、利用率等を考慮し、適正な配置について検討します。 

図８ 公園

富津児童遊園地 飯野児童遊園地

大貫海浜児童遊園地

岩瀬児童遊園地

上総湊駅前公園

湊親水公園 神田橋川面親水公園

拡大図内施設名一覧（※図中は、番号で表記。） 

1 市民ふれあい公園 8 富津臨港公園 

2 青堀駅裏公園 9 青木公園 

3 大堀第１号公園 10 若葉公園 

4 大堀第２号公園 11 青木第４号公園 

5 大堀第３号公園 12 青堀駅西口公園 

6 大堀第４号公園 13 青堀児童遊園地 

7 大堀第５号公園  １
２

４

５

８

９

１０

７

６

１１ １２

１３

３

※ 子どもの遊び場、その他公園は、

記載していません。 
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（９）供給処理施設・その他施設 

クリーンセンターは、適正な維持管理を行い、長寿命化に努めます。 

最終処分場は、維持管理基準を遵守し、適正な管理を行います。

環境センターは、近隣自治体との広域化も見据え、統廃合を検討します。

富津聖苑は、広域化に合わせた廃止後、売却を含めた処分を検討します。 

その他普通財産のうち、利活用可能な施設は、活用方法又は売却等処分を検討し、  

使用に耐えないものは早期に解体します。 

図９ 供給処理施設・その他施設
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（１０）上水道施設 

君津地域の水道事業統合広域化に合せ、統廃合を推進していきます。 

図 10 上水道施設

亀田浄水場

上飯野第１・第２配水池

宝竜寺受水槽

神妻配水池

亀田送水ポンプ場大坪山配水池

岩坂浄水場

岩坂配水池

関尻配水池犬吠配水池

竹岡第２配水池

小久保ダム

竹岡第１配水池
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２ インフラ 

（１）道路・橋りょう 

道路は、市民生活に直結する重要なインフラであるため、長寿命化、予防保全型の維

持管理を計画的に実施し、ライフサイクルコストの最小化に努めます。 

橋りょうは、「富津市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、定期的に点検を実施し、

効率的な維持管理を行っていきます。 

（２）上水道 

上水道は、市民生活に直結する重要なインフラであるため、長寿命化、予防保全型の

維持管理を計画的に実施し、ライフサイクルコストの最小化に努めます。 

（３）下水道 

下水道は、市民生活に直結する重要なインフラであるため、長寿命化、予防保全型の

維持管理を計画的に実施し、ライフサイクルコストの最小化に努めます。 



30 

資  料 

１ 更新費用の試算方法 

  ２ 予防保全型維持管理とリスクベースメンテナンス 

  ３ 「富津市の公共施設等に関するアンケート調査」結果 
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資料１ 更新費用の試算方法 

将来の公共施設等の改修・更新費用の推計には、一般社団法人地域総合整備財団が提供す

る公共施設等更新費用試算ソフトを用いて試算しています。 

１ 試算の前提条件 

 このソフトによる試算は、将来想定される費用の概算を示すもので、実際の施設の老朽化

や物価変動等様々な変動要因は考慮していないため、既に公表されている個別施設の計画や

統計資料等の数値とは異なる場合があります。  

（１）公共施設 

  ・ 対象施設は、将来にわたり現状の施設規模・内容を維持するものとします。 

・ 原則として平成27年 3月 31日現在の保有施設とし、現時点において建設中の施

設や取り壊し途中の施設は除きます。  

・ 建物は、構造による耐用年数を経過した時点で建て替えを行います。 

（２）インフラ 

・ 道路、橋りょう、上下水道の管路は、同じ面積、延長等で更新するものとします。 

  ・ 道路等（農道・林道）、上水道（簡易水道）、下水道（農業集落排水施設）は対象と

していません。 

２ 試算方法 

（１）公共施設 

構造ごとに耐用年数経過後も現在と同じ床面積等で更新すると仮定し、延床面積に更

新単価を乗じることにより更新費用を試算し、期間は 50年間を設定します。（試算期

間 平成 27年から平成76年） 

公共施設の更新費用・・・整備年度ごとの延床面積(m )×更新単価(円/m )

構造ごとの耐用年数、更新に係る1 m 当たりの単価は以下のとおりです。（更新単価

には、解体費も含みます。） 

●耐用年数                  ●更新単価 

構造 耐用年数（年）  用途（大分類） 更新単価 

鉄骨造 ３８  市民文化系施設 ４００千円 

軽量鉄骨プレハブ造 ２２  社会教育系施設 ４００千円 

鉄筋コンクリート造 ５０  スポーツ・レクリエーション系施設 ３６０千円 

鉄骨鉄筋ＲＣ ５０  産業系施設 ４００千円 

木造 ２２  学校教育系施設 ３３０千円 

コンクリートブロック造 ３８  子育て支援施設 ３３０千円 

その他非木造 ２２  保健・福祉施設 ３６０千円 

   医療施設 ４００千円 

   行政系施設 ４００千円 

   公営住宅 ２８０千円 

   公園 ３３０千円 

   供給処理施設 ３６０千円 

   その他 ３６０千円 
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（２）インフラ

【道路】 

  ・ 一般道路及び自転車歩行者道路に係る舗装の一般的な供用寿命を踏まえ、耐用年数

（更新頻度）を15年と仮定しています。 

  ・ 路線ごとに一度に整備するものではなく、区間ごとに整備していくことから、年度

別に把握することが困難なため、道路施設現況調査により把握した現在の市道の総面

積（舗装面積）を、道路分類ごとに舗装部分の更新（打換え）の耐用年数と仮定した 

15年で割った面積を1年間の舗装部分の更新量とし、更新単価（4,700円）を乗じ

ています。 

舗装部分の更新費用・・・ 市道総面積(m )／15年×4,700円 

【橋りょう】 

・ 整備した年度から、法定耐用年数の60年を経た年度に更新すると仮定し、整備年

度ごとの橋りょう面積に構造別の更新単価を乗じています。  

橋りょうの更新費用・・・ 整備年度ごとの橋りょう面積(m )×更新単価(円/m )

耐用年数、更新に係る1 m 当たりの単価は下記のとおりです。 

●耐用年数           ●更新単価 

通常耐用年数  橋種 形式 更新単価（千円／㎡） 

６０  ＰＣ橋 Ｋｒ  ４２５ 

  ＰＣ橋 Ｋｂ ４２５ 

  ＰＣ橋 Ｋａ ４２５ 

  ＲＣ橋 Ｐｂ ４２５ 

  ＲＣ橋 Ｐｒ ４２５ 

  鋼橋 Ｓｇ ５００ 

  鋼橋 Ｓｒ ５００ 

  鋼橋 Ｓｌ ５００ 

  鋼橋 Ｓｕｓ ５００ 

  石橋 Ｍａ ４２５ 

  その他 Ｗｂ ４２５ 

  プレテンホロー桁  ４００ 

【上水道】 

・ 上水道の管路は、耐用年数（40年）経過後に更新すると仮定し、管種・管径別の

延長に更新単価を乗じています。  

上水道管の更新費用・・・整備年度ごとの管径別の延長(m) ×更新単価(円/m) 
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耐用年数、更新に係る1ｍ当たりの単価は下記のとおりです。 

●耐用年数      ●更新単価                              ●更新単価 

用途 

種別 

耐用

年数 
 管径 

導水管／送水管 

（千円／ｍ） 
 管径 

配水管 

（千円／ｍ） 

導水管 ４０  300mm 未満 １００  150mm 以下 ９７ 

送水管 ４０  300～500mm 未満 １１４  200mm 以下 １００ 

配水管 ４０  500～1,000mm 未満 １６１  250mm 以下 １０３ 

その他 ６０  1,000～1,500mm 未満 ３４５  300mm 以下 １０６ 

   1,500～2,000mm 未満 ７４２  350mm 以下 １１１ 

   2,000mm 以上 ９２３  400mm 以下 １１６ 

      450mm 以下 １２１ 

      550mm 以下 １２８ 

      600mm 以下 １４２ 

      700mm 以下 １５８ 

      800mm 以下 １７８ 

      900mm 以下 １９９ 

      1,000mm 以下 ２２４ 

      1,100mm 以下 ２５０ 

      1,200mm 以下 ２７９ 

      1,500mm 以下 ６７８ 

      1,650mm 以下 ７３８ 

      1,800mm 以下 ８１０ 

      2,000mm 以下 ９２３ 

【下水道】  

・ 下水道管は耐用年数（50年）経過後に更新すると仮定し、管径別の延長に更新単

価を乗じています。  

・ 雨水と汚水を合わせています。 

下水道管の更新費用・・・整備年度ごとの管径別の延長(m)×更新単価(円/m) 

耐用年数、更新に係る1ｍ当たりの単価は下記のとおりです。 

●耐用年数、更新単価 

管径 耐用年数 更新単価（千円／ｍ） 備考 

250mm 以下 ５０ ６１ 

更生工法を前提 

251～500mm ５０ １１６ 

501～1,000mm ５０ ２９５ 

1,001～2,000mm ５０ ７４９ 

2,001～3,000mm ５０ １，６９０ 

3,001mm 以上 ５０ ２，３４７ 

その他 ５０ ２，３４７ 
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資料２ 予防保全型維持管理とリスクベースメンテナンス 

今後老朽化していく公共施設等の機能を損なうことなく維持するためには、これまで以上

に効率的かつ効果的な維持管理を行っていく必要があります。 

そのための手法として、予防保全型維持管理、また、考え方としてリスクベースメンテナ

ンスがあります。 

１ 予防保全型維持管理とは

 これまでの維持管理は、「傷んでから直す、または造り替える」という対症療法的な方策

を取ってきましたが、この手法では、施設の機能が損なわれてから対応するため、修繕中の

代替機能の確保や新たに施設を作るために多額の費用がかかっていました。 

予防保全型維持管理は、これまでの対症療法から「傷む前に直して、できる限り長期間使

う」維持管理を進めていく手法です。 

これにより、より効率的・効果的な維持管理が行われることで、施設の延命化、ライフサ

イクルコストの低減、更新を含む費用の低減・平準化が可能となります。 

２ リスクベースメンテナンスとは

予防保全型維持管理の手法において、「できる限り長期間使う」という考え方の一つに、

リスクベースメンテナンス（ＲＢＭ）があります。 

リスクベースメンテナンスは、公共施設等の重要度に応じて利用年数に差を付け管理する

ことで、ライフサイクルコストの削減を図るという考え方です。 

 例えば、インフラの場合、種類ごとに劣化が進みやすい部分や、機能が損なわれた際の社

会的被害（重要度）の大小から【クラスA】、【クラスB】、【クラスC】に分類します。 

【クラスA】 

一般道路であれば、幹線道路のうち特に大型車の往来の激しい重要な道路のことであり、

障害は最小化されるべきなので一般的に推奨される耐用年数どおり（15年）に維持管理し

ます。 

【クラスB】 

一般道路であれば、上記を除く幹線道路であり、多少の障害は許容されるので、一般的に

推奨されてきた耐用年数の50%増しの耐用年数を想定し管理します（23年）。 

【クラスC】 

一般道路であれば、生活道路であり、利用者の生命や財産に対する大きな被害が出ない程

度で最小限の維持管理を行えば足りると考え、一般的に推奨されてきた耐用年数の２倍の耐

用年数を想定し管理します（30年）。 

予防保全の効果として事後保全費用が削減されるので、結果的に維持管理費には影響を与

えないと判断します。 

また、耐用年数が延びた分、更新費用が削減されますので、ライフサイクルコストも減少

します。 
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資料３ 「富津市の公共施設等に関するアンケート調査」結果 

１ 調査の目的 

公共施設等の適正配置を推進していくための参考として実施する。 

２ 調査設計 

（１）調査地域 富津市全域 

（２）調査対象 満１５歳以上の市民（男女個人） 

（３）標 本 数 ３，０００人 

（４）抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出 

（５）調査方式 郵送回答方式 

（６）調査期間 平成２７年１０月１４日（水）から１１月４日（水） 

３ 回収結果 

（１）回 収 数 １，０８１件 

（２）回 収 率  ３６．０％ 

４ 単純集計結果 

問１：それぞれの設問の該当する番号に○印をつけてください。 

性別 男性 ４１．９％  女性 ４７．０％  無回答 １１．１％

年代 １０歳代  ６．０％  ２０歳代 １１．０％  ３０歳代 １５．１％

４０歳代 ２１．７％  ５０歳代 １４．４％  ６０歳代 １６．１％

７０歳代 １０．９％  ８０歳以上 ３．７％  無回答   １．１％

職業 会社役員  ３．８％  会社員・公務員 ３４．０％

非正規社員１５．５％  学生       ６．３％ 

家事専業 １１．９％  自営業主     ８．３％

無職   １４．５％  その他      ２．６％

無回答   ３．１％

居住地区 富津地区 １１．１％  青堀地区 ２１．８％  飯野地区 １１．４％

大貫地区 １３．６％  吉野地区  ９．３％  佐貫地区  ８．３％ 

湊地区   ７．６％  天神山地区 ３．１％  竹岡地区  ３．７％ 

金谷地区  ２．９％  峰上地区  ５．８％  無回答   １．４％

富津市内 

在住年数 

５年未満        ８．９％   ５年以上 １０年未満 ６．０％

１０年以上 １５年未満 ４．５％  １５年以上 ２０年未満 １１．１％

２０年以上           ６６．７％  無回答                  ２．８％
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問２：あなたが富津市に住む理由は次のうちどれですか。最大で３つまで、ご記入ください。

富津市に地縁がある（生まれが富津市、家族・親戚がいる、以前住んでいた事がある等）  ７７．７％

交通の便がよい  ３．３％

買物、食事、娯楽の場所が多い  ２．１％

自然環境がよい  ３１．０％

教育環境がよい   １．５％

歴史・文化に魅力がある  １．９％

全体としてイメージがよい  ２．６％

街並みや町の雰囲気がよい   ２．２％

行政サービス（福祉サービス・子育てサービス等）が充実している １．０％

公共施設が充実している  ０．５％

商売や勤務の都合上住んでいる  １５．２％

住まいの周辺が静かである  ２３．２％

その他  ９．４％

頻度 

分類・施設名 

よく利用し

ている 

時々利用し

ている 

ほとんど利

用しない 

利用したこ

とがない 

無回答 

市民文化系

施設 

市民会館 １．６％ １２．２％ ４０．３％ ４１．４％ ４．５％ 

富津公民館・中央公 

民館・峰上地区公民館 ２．６％ １８．８％ ４２．４％ ３２．７％ ３．５％ 

コミュニティセンター ０．９％ ６．８％ ２４．３％ ６２．５％ ５．５％ 

社会教育系

施設 

富津埋立記念館 ０．４％ １．９％ １７．０％ ７６．０％ ４．７％ 

青堀駅東口史跡情報

案内所（古墳の里ふ

れあい館） 
０．１％ １．５％ １１．１％ ８２．１％ ５．２％ 

スポーツ施

設 

総合社会体育館 ２．８％ １３．２％ ３３．２％ ４５．８％ ５．０％ 

浅間山運動公園 ０．６％ ４．３％ １４．０％ ７６．３％ ４．８％ 

新富運動広場 ２．０％ ４．７％ ２０．２％ ６８．１％ ５．０％ 

富津運動広場 ２．２％ ８．７％ ２５．６％ ５８．５％ ５．０％ 

レクリエーシ

ョン施設・

観光施設 

富津市民の森 １．４％ ６．９％ ２１．９％ ６４．７％ ５．１％ 

金谷海浜公園 １．５％ ４．５％ １４．７％ ７３．７％ ５．６％ 

高宕山自然動物園 ０．６％ ４．４％ ２７．２％ ６２．４％ ５．４％ 

富津観光案内所 ０．４％ １．０％ １３．４％ ８０．０％ ５．２％ 

保健・福祉

施設 

ふれあいシニア館 

（青堀・大貫・関豊） ０．５％ ３．２％ １１．１％ ８０．２％ ５．０％ 

老人憩の家（富津・

大佐和・天羽） ０．７％ １．８％ ７．２％ ８４．８％ ５．５％ 

問３：あなたは、市の公共施設（※）をどのくらい利用していますか。それぞれ該当する

項目の番号に○印をつけてください。回答は、ご自身の感覚で構いません。 

    ※不特定の方が自由に利用できる施設を対象としています。 
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頻度 

分類・施設名 

よく利用し

ている 

時々利用し

ている 

ほとんど利

用しない 

利用したこ

とがない 

無回答 

行政系施設 

富津市役所本庁舎 １０．５％ ４７．６％ ２２．６％ １５．４％ ３．９％ 

天羽行政センター ２．９％ ９．１％ １３．２％ ６９．２％ ５．６％ 

峰上出張所 １．２％ ２．７％ ８．０％ ８２．１％ ６．０％ 

連絡所（富津・大

貫・佐貫・金谷・

関豊） 
２．１％ １０．２％ １４．４％ ６７．１％ ６．２％ 

公 園 
市民ふれあい公園 １０．０％ ２６．３％ ２６．９％ ３２．８％ ４．０％ 

その他の公園 ３．３％ １５．８％ ３０．８％ ４４．５％ ５．６％ 

理由 

分類・施設名 

施設の存在

やサービス

内容を知ら

ない 

施設の存在

は知ってい

るが利用す

る必要がな

い 

施設、サ

ービス、

利用時

間、利用

料などに

不満があ

る 

他市町村

や国・県

の施設を

利用して

いる 

民間施設

を利用し

ている 

無回答 

市民文化系

施設 

市民会館 １９．１％ ７３．３％ ０．８％ ２．２％ １．０％ ３．６％ 

富津公民館・中央公

民館・峰上地区公民館 １８．４％ ７４．０％ １．６％ ２．１％ ０．７％ ３．２％ 

コミュニティセンター ３６．４％ ５８．６％ ０．３％ ０．８％ ０．５％ ３．４％ 

社会教育系

施設 

富津埋立記念館 ４１．３％ ５３．８％ ０．５％ ０．４％ ０．２％ ３．８％ 

青堀駅東口史跡情報

案内所（古墳の里ふ

れあい館） 
４５．２％ ５０．４％ ０．６％ ０．３％ ０．１％ ３．４％ 

スポーツ施

設 

総合社会体育館 １７．６％ ７４．１％ １．３％ １．５％ １．８％ ３．７％ 

浅間山運動公園 ３７．９％ ５６．７％ ０．７％ ０．８％ ０．４％ ３．５％ 

新富運動広場 ３６．７％ ５６．８％ １．２％ １．０％ ０．６％ ３．７％ 

富津運動広場 ３０．６％ ６２．８％ １．１％ １．１％ ０．７％ ３．７％ 

レクリエーシ

ョン施設・

観光施設 

富津市民の森 ３７．４％ ５６．０％ １．０％ １．２％ １．２％ ３．２％ 

金谷海浜公園 ４４．８％ ４９．９％ ０．４％ ０．５％ １．０％ ３．４％ 

高宕山自然動物園 ３０．１％ ６３．２％ ０．７％ ０．９％ １．１％ ４．０％ 

富津観光案内所 ３８．４％ ５５．４％ ０．４％ ０．７％ ０．６％ ４．５％ 

保健・福祉

施設 

ふれあいシニア館 

（青堀・大貫・関豊） ５０．０％ ４６．２％ ０．５％ ０．１％ ０．４％ ２．８％ 

老人憩の家（富津・

大佐和・天羽） ４５．９％ ４９．２％ ０．５％ ０．１％ ０．６％ ３．７％ 

問４：問３で、「ほとんど利用しない」「利用したことがない」と回答された方にお聞き

します。その理由は主にどのようなことでしょうか。問３で、「ほとんど利用しな

い」「利用したことがない」と回答した項目のそれぞれ該当する番号に○印をつけ

てください。
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理由 

分類・施設名 

施設の存在

やサービス

内容を知ら

ない 

施設の存在

は知ってい

るが利用す

る必要がな

い 

施設、サ

ービス、

利用時

間、利用

料などに

不満があ

る 

他市町村

や国・県

の施設を

利用して

いる 

民間施設

を利用し

ている 

無回答 

行政系施設 

富津市役所本庁舎 １３．４％ ７４．４％ ５．４％ １．２％ ０．０％ ５．６％ 

天羽行政センター ３５．５％ ５６．９％ １．３％ １．２％ ０．０％ ５．１％ 

峰上出張所 ４２．８％ ５０．３％ ０．４％ １．１％ ０．０％ ５．４％ 

連絡所（富津・大

貫・佐貫・金谷・関

豊） 
４１．８％ ５０．７％ １．１％ ０．７％ ０．０％ ５．７％ 

公 園 
市民ふれあい公園 １８．７％ ７１．１％ １．４％ ２．２％ １．６％ ５．０％ 

その他の公園 ２６．５％ ６１．２％ ２．０％ ３．２％ １．２％ ５．９％ 

問５：今後、公共施設の更新に多額の費用がかかることについて、どのように思われます

か。該当する項目を一つだけ選んで番号に○印をつけてください。 

強い関心を持っている ２０．５％

関心を持っている ４４．７％

どちらかと言えば関心はない １９．７％

関心はない ６．１％

無回答 ９．０％

問６：将来も安全で使いやすい施設サービスを提供していくために、様々な視点で方策を

検討する必要があります。これら市の保有する施設全般に関する方策について、あ

なたはどのようにお考えですか。それぞれ該当する項目の番号に○印をつけてくだ

さい。 （注）複 合 化：一つの施設に複数の機能を持たせること。 

      多機能化：その時々のニーズに合わせて機能を変えられるようにし

ておくこと。 

考え

方策

積極的に実

施すべき

どちらかと

いえば実施

すべき

どちらかと

いえば実施

すべきでは

ない

実施すべき

ではない
無回答

もともと不要、また

は、機能が重複してい

る施設を廃止・統合

し、施設数を減らす。

５６．５％ ２９．５％ ６．２％ ２．７％ ５．１％

現在ある施設の統廃合

や機能の複合化・多機

能化（注）によって施

設数を減らす。

５１．２％ ３２．３％ ９．３％ ２．２％ ５．０％
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考え

方策

積極的に実

施すべき

どちらかと

いえば実施

すべき

どちらかと

いえば実施

すべきでは

ない

実施すべき

ではない
無回答

近隣自治体と共同で施

設を建設・運営をす

る。または、近隣自治

体の施設を利用する。

３２．２％ ４１．４％ １４．８％ ４．８％ ６．８％

施設の更新（建替え）

や管理運営に民間のノ 

ウハウや資金を活用する。

３３．７％ ３６．５％ １５．０％ ８．０％ ６．８％

地域活動に密着した施

設は、地域住民等が所 

有し、維持・管理を行う。

１７．５％ ３１．８％ ２８．８％ １５．１％ ６．８％

施設を補強し、長持ち

するようにして（長寿

命化）、しばらくの間は

建替えない。

３１．４％ ４０．５％ １４．３％ ７．９％ ５．９％

施設を減らす代わりに

民間施設（会議室やス

ポーツ施設等）の利用

に対し、助成する。

２３．８％ ４１．７％ １９．３％ ８．０％ ７．２％

利用していない市の土

地を売却・賃貸して収

入を得る。

５９．４％ ２８．６％ ５．３％ １．９％ ４．８％

施設におけるサービス

の水準を引き下げる。 

（開館日数の削減など）

１４．２％ ２８．５％ ３４．４％ １５．８％ ７．１％

利用料を徴収できる施 

設の料金を引き上げる。
１３．３％ ２３．５％ ３８．１％ １９．１％ ６．０％

特別な税金等の徴収な 

ど市民全体で負担する。
４．９％ １３．９％ ３４．８％ ４０．８％ ５．６％
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問７：道路、橋、上下水道などのインフラの老朽化も進み、安全に維持管理するための予

算の不足が指摘されています。このことを踏まえて、あなたは公共施設とインフラ

に関してどのようにお考えですか。１ ３の中から該当する項目の番号に○印をつ

けてください。 

インフラの維持管理を優先すべきである。 ５９．７％

公共施設の維持管理を優先すべきである。 ６．２％

どちらとも言えない。 ２２．１％

無回答 １２．０％

問８：道路、橋、上下水道などのインフラの老朽化対策のために、どのような方法を用い

ることが適当だとお考えですか。これら市の保有するインフラ全般に関する方策に

ついて、それぞれ該当する項目の番号に○印をつけてください。 

考え

方策

積極的に実

施すべき

どちらかと

いえば実施

すべき

どちらかと

いえば実施

すべきでは

ない

実施すべき

ではない

無回答

インフラも一つ一つ必

要性を吟味して、一部

を廃止することもやむ

を得ない。

３２．７％ ４０．５％ １３．４％ ６．４％ ７．０％

維持管理に予算を割い

てできるだけ長持ちさ

せるようにする。

２４．１％ ５３．７％ １０．５％ ３．０％ ８．７％

維持管理のノウハウを

持っている民間企業に

委託する。

２６．９％ ４６．５％ １３．３％ ５．７％ ７．６％

地域に密着したインフ

ラ施設は、地域住民等

で点検を行う。

１２．３％ ２５．４％ ３５．８％ １８．５％ ８．０％

上下水道は料金を引き

上げて必要な予算をま

かなう。

５．８％ １５．８％ ３８．８％ ３３．５％ ６．１％

特別な税金等の徴収な

ど市民全体で負担する。
４．７％ １３．６％ ３５．７％ ３８．９％ ７．１％

問９：市の公共施設やインフラの今後のあり方について、率直なご意見をお聞かせください。
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― 用語の解説 ― 

ネーミングライツ 

  公共施設等の名称を広告媒体として、企業名や商品名等を冠した愛称を付与する

代わりに、相手方から対価（ネーミングライツ料）を得ること。 

ＰＦＩ 

 Private Finance Initiative（プライベート ファイナンス イニシアティブ）の略。

ＰＰＰの代表的な手法の一つで、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の

資金、経営能力及び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る

公共事業の手法。 

ＰＤＣＡサイクル 

Plan(計画)、Do(実行)、Check(確認)、Action(行動)の 4つで構成された行動プ

ロセス。4段階を繰り返すことによって、計画を継続的に改善することができる。 

ＰＰＰ 

 Public Private Partnership（パブリック プライベート パートナーシップ）の

略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本

や民間ノウハウを活用し、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を目指すこと。 

ファシリティマネジメント 

 建物・設備・土地（ファシリティ）を経営資源として捉え、経営的な視点から設

備投資や管理運営を行うことにより、施設に係る経費の最小化や施設効用の最大

化を図りながら適正に管理・活用していく経営管理手法のこと。 

フォローアップ 

 ある事柄を徹底させるために、あとあとまでよく面倒をみたり、継続的に追跡調

査をしたりすること。 

ライフサイクルコスト 

  ライフサイクルコスト（Life cycle cost）とは、建物にかかる生涯コストのこと

で、建物の企画・設計費、建設費などの初期投資（イニシャルコスト）と、保全

費、修繕・改善費、運用費などの運営管理費（ランニングコスト）及び解体処分

までの「建物の生涯に必要な総費用」のこと。

ワークショップ 

  さまざまな立場の人々が集まって、自由に意見を出し合い、互いの考えを尊重し

ながら、意見や提案をまとめ上げていく場のこと。 
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